
 2　図表

（単位：人・％） （各年1月1日現在）

注）　法改正により、平成25年より外国人住民を含む

統計表参照ページ：　Ｐ 23

（単位：世帯・％） （各年1月1日現在）

注）　法改正により、平成25年より外国人住民を含む

統計表参照ページ：　Ｐ 23

１　住民基本台帳による人口

２　住民基本台帳による世帯
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図表　3

（平成17年1月1日現在）

男 56,943人 114,539人 女 57,596人
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（平成26年1月1日現在）
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３　住民基本台帳による人口ピラミッド
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 4　図表

（単位：％） （各年1月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 36，37

（単位：人） （平成26年1月1日現在）
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４　年 齢 ３ 区 分 人 口 の 推 移

５　町 別 人 口
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図表　5

（単位：人） （各年10月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 43

（単位：％） （各年10月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 44

６　国勢調査による将来人口

７　労働力状態別15歳以上人口の割合
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 6　図表

（単位：％） （平成22年10月1日現在）
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（単位：％） （平成22年10月1日現在）
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(1)　東久留米市

(2)　東京都

８　産業大分類別15歳以上就業者数の割合

A～C, 1.1 
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第3次産業 66.7%

A～C 農林漁業，鉱業，採石業，砂利採取業

D 建設業

E 製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業

G 情報通信業

H 運輸業，郵便業

Ｉ 卸売業，小売業

J 金融業，保険業

K 不動産業，物品賃貸業

L 学術研究，専門・技術サービス業

M 宿泊業，飲食サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業

O 教育，学習支援業

P 医療，福祉

Q 複合サービス事業

R サービス業（他に分類されないもの）

S 公務（他に分類されるものを除く）

Ｔ 分類不能の産業
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M 宿泊業，飲食サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業

O 教育，学習支援業

P 医療，福祉

Q 複合サービス事業

R サービス業（他に分類されないもの）

S 公務（他に分類されるものを除く）

Ｔ 分類不能の産業



図表　7

（単位：％） （各年10月1日現在）

注1）　公営等の借家とは、公営・都市機構・公社の借家をいう

注2）　その他とは、給与住宅及び間借りに住む一般世帯、住居以外に住む一般世帯をいう

統計表参照ページ：　Ｐ 49

（単位：％） （各年10月1日現在）

注1）　公営等の借家とは、公営・都市機構・公社の借家をいう

注2）　その他とは、給与住宅及び間借りに住む一般世帯、住居以外に住む一般世帯をいう

統計表参照ページ：　Ｐ 49　

９　住宅の種類・住宅の所有の関係別一般世帯の割合

10　住宅の種類・住宅の所有の関係別65歳
以上世帯員がいる一般世帯の割合
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 8　図表

（単位：％） （各年10月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 47

（単位：％） （平成21年7月1日現在）
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11　一般世帯の家族類型別割合

12　産業大分類別事業所数の割合

非親族及び単独世帯,  
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図表　9

（単位：百万円） （各年6月1日現在、ただし平成11年は7月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 64

（単位：戸・人・アール） （各年2月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 68

13　業種別事業所数及び年間商品販売額の推移

14　農家戸数、農家人口及び経営耕地面積の推移
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 10　図表

15　普通会計歳入決算額の推移

統計表参照ページ：　Ｐ 77

16　普通会計歳入決算額（平成24年度）
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17　普通会計歳出決算額の推移

統計表参照ページ：　Ｐ 78

18　普通会計歳出決算額（平成24年度）
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（単位：円）

統計表参照ページ：　Ｐ 83

19　１人当たり市税額の推移
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（単位：人） （各年5月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 92

（単位：人） （各年5月1日現在）

統計表参照ページ：　Ｐ 94

20　市立小学校児童数及び1学級当たり児童数

21　市立中学校生徒数及び1学級当たり生徒数
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（単位：人・‰）

統計表参照ページ：　Ｐ 102

22　生活保護の被保護人員及び保護率の推移
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（単位：ｔ・㎏）

統計表参照ページ：　Ｐ 120

（単位：戸）

統計表参照ページ：　Ｐ 128

23　ごみの市収集量と1世帯当たり排出量

24　着 工 住 宅 数 の 推 移
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（単位：人）
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（平成25年）

統計表参照ページ：　Ｐ 144

26　交 通 事 故 死 傷 者 の 状 態 別 割 合

25　市 内 の 交 通 事 故 死 傷 者 数 の 推 移
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図表　17　

（単位：人・％）

統計表参照ページ：　Ｐ 152

（単位：人）

統計表参照ページ：　Ｐ 162

27　東久留米駅乗降人員（1日平均）の推移

28　職 員 数 の 推 移
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 18　図表

（単位：人・冊）

注）　登録者数の平成25年は、登録更新により二重に登録を認識されている場合がある
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29　中央図書館登録者数及び1日平均貸出冊数
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